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2008年1月16日
連続セミナー第１回

「持続可能な社会のためのODAと公的融資」

ODAと公的融資の
環境社会配慮ガイドライン

地球・人間環境フォーラム

満田 夏花（みつた・かんな）
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開発金融機関、輸出信用機関（ECA）
の環境社会配慮政策

1980年代後半～：世銀などの国際開発金融
機関（MDBｓ）の融資事業に対する批判の高
まり→環境社会配慮政策へ

1990年代～：二国間融資機関（JBIC、各国
輸出入銀行など）、貿易保険
OECDコモンアプローチ
2000年代～：民間金融機関
赤道（エクエーター）原則など
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環境社会配慮確認のための
国際協力銀行ガイドライン（経緯）

日本のODAや公的融資に環境社会配慮政
策を盛り込む必要性の高まり

日本輸出入銀行、海外経済協力基金の統合
をきっかけに、ガイドラインを統合・強化

研究会の立ち上げ（2000年10月）
JBICの環境部局の職員、学識者、国会議員、
NGO、環境庁、大蔵省、外務省、経済企画庁の
職員が「個人」の立場で参加

「提言」のとりまとめ

2002年4月策定、2003年10月施行
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環境社会配慮確認のための
国際協力銀行ガイドライン（構成）

「本行は、融資等を行うプロジェクトが環境や地域社

会に与える影響を回避または最小化し、・・・プロ
ジェクト実施主体者により適切な環境社会配慮がな
されていることを確認し、もって開発途上地域の持
続可能な開発に寄与する。」

第１部：（主としてJBICが行うべきこと、手続き）
第２部：
対象プロジェクトに求められる環境社会配慮
カテゴリAに必要な環境アセスメント報告書 など
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